
Copyright© 2012 Stock Research Center. All Rights Reserved.  本レポートの権利は一般社団法人 証券リサーチセンターに属します。いかなる形でも無断での複写・転載・

利用を禁じます 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

  

ホリスティック企業レポート 

アイ・パートナーズフィナンシャル 

7345 東証マザーズ 

新規上場会社紹介レポート 

2021年6月25日発行 

一般社団法人 証券リサーチセンター 

証券リサーチセンター 
審査委員会審査済 20210624 

 



 
新規上場会社紹介レポート（一般社団法人 証券リサーチセンター 発行） 

 
 
本レポートに掲載された内容は作成日における情報に基づくものであり、予告なしに変更される場合があります。本レポートに掲載された情報の正確性・信頼性・完全性・妥

当性・適合性について、いかなる表明・保証をするものではなく、一切の責任又は義務を負わないものとします。 
一般社団法人 証券リサーチセンターは、本レポートの配信に関して閲覧し投資家が本レポートを利用したこと又は本レポートに依拠したことによる直接・間接の損失や逸失

利益及び損害を含むいかなる結果についても責任を負いません。最終投資判断は投資家個人においてなされなければならず、投資に対する一切の責任は閲覧した投資家にあり

ます。また、本件に関する知的所有権は一般社団法人 証券リサーチセンターに帰属し、許可なく複製、転写、引用等を行うことを禁じます。 

新規上場会社紹介レポート                                      2/10  

アイ・パートナーズフィナンシャル（7345 東証マザーズ）                    発行日：2021/6/25 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◆ 独立系フィナンシャルアドバイザー事業者として IFA 向けの 

  プラットフォームサービスを提供 

アイ・パートナーズフィナンシャル（以下、同社）は、国内最大級の独立系フ

ィナンシャルアドバイザー事業者であり、金融商品仲介業を基軸に、IFA 注

による金融サービスを提供している。法人として IFA を事業とする場合、（1）
個人の IFA 向けのプラットフォームを運営し、IFA の活躍の場の提供と IFA
の業務支援に徹するケース、（2）個人の IFA を社員として雇用し、法人自体

が IFA 事業を行うケースがある。同社は、一部の例外はあるが、IFA を直接

雇用するのではなく、業務委任契約を締結した IFA が活躍できるように各種

サポートを行うことで収益を上げる、プラットフォーム型のビジネスモデルで

展開している。 
 
同社は、IFA による金融サービス提供事業の単一セグメントだが、売上高は

金融商品仲介業とその他金融サービスの 2 つに区分されている（図表 1）。
金融商品仲介業は同社が、保険募集業務を中心とするその他金融サービ

スは 100%子会社のＡＩＰコンサルタンツが担当している。収益の大半は金融

商品仲介業から得ている。 
 

アナリスト：藤野 敬太                  +81（0）3-6812-2521 
レポートについてのお問い合わせはこちら  info@stock-r.org 

国内最大級の独立系フィナンシャルアドバイザー事業者 
IFA 向けのプラットフォームサービスを提供するビジネスモデルで成長 

＞ 事業内容 

（出所）届出目論見書より証券リサーチセンター作成 

【 図表 1 】サービス別売上高 

注）IFA 
Independent Financial Advisor の

略。 
既存の金融機関から独立した 
経営方針に基づき、中立的な立場 
で顧客の資産運用のアドバイスを 
行う法人や個人、またはその 
職業のことを言う。 

サービス

売上高 売上構成比 売上高 前期比 売上構成比 売上高 前期比 売上構成比
（百万円） （%） （百万円） （%） （%） （百万円） （%） （%）

金融商品仲介業 2,061 86.6 2,322 12.7 94.1 3,851 65.8 95.5
その他金融サービス 318 13.4 144 -54.6 5.9 183 26.8 4.5
合計 2,379 100.0 2,467 3.7 100.0 4,034 63.5 100.0

2019/3期 2020/3期 2021/3期

【 7345 アイ・パートナーズフィナンシャル　業種：その他金融業 】
売上高 前期比 営業利益 前期比 経常利益 前期比 純利益 前期比 EPS BPS 配当金

（百万円） （%） （百万円） （%） （百万円） （%） （百万円） （%） （円） （円） （円）

2020/3 2,467 3.7 6 -89.0 7 -86.9 -0 -  -1.1 499.1 5.0
2021/3 4,034 63.5 245 40.1× 239 32.4× 152 -  221.4 715.5 10.0
2022/3 予 4,540 12.6 229 -6.3 226 -5.4 150 -1.8 195.5 -   未定

（注） 1. 連結ベース、純利益は親会社株主に帰属する当期純利益、2022/3期の予想は会社予想
2. 20年12月22日付で1：200の株式分割を実施、1株当たり指標は遡って修正

決算期

【 株式情報 】 【 その他 】
株価 8,970円（2021年6月24日） 本店所在地 神奈川県横浜市 【主幹事証券会社】
発行済株式総数 791,000株 設立年月日 2006年2月8日 ＳＢＩ証券
時価総額 7,095百万円 代表者 田中 譲治 【監査人】
上場初値 9,880円（2021年6月24日） 従業員数 41人（2021年4月末） 東陽監査法人
公募・売出価格 3,120円 事業年度 4月1日～翌年3月31日
1単元の株式数 100株 定時株主総会 毎事業年度終了後3カ月以内

【 会社基本情報 】
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◆ 金融商品仲介業と IFA 
金融商品仲介業は、金融商品取引法で定められている有価証券の売買の

媒介等の行為に係る業務のことであり、金融商品仲介業者となるには内閣

総理大臣の登録を必要とする。金融商品仲介業者は、金融商品取引業者

（証券会社等）の委託を受け、証券会社が取り扱う金融商品を顧客に仲介

する。複数の証券会社と業務委託契約を締結することが可能なため、特定

の証券会社に属さない独立、中立の立場にいることが可能とされている。 
 
IFA は、証券会社や銀行等の特定の金融機関に属することなく、独立した

立場で、顧客のライフステージに応じた金融商品の提案を行うことができる

職業とされ、一般的には、金融商品仲介業者や、金融商品仲介業者の登

録外務員を指すと言われている。 
 
◆ 収益構造 
前述の通り、同社はプラットフォーム型のビジネスモデルを採用しているた

め、IFA と業務委任契約を締結する。所属 IFA は各自の顧客に対してファイ

ナンシャル･アドバイスを行い、それに伴って生じる金融商品の売買注文を

証券会社に取り次ぐことになる。 
 
21 年 4 月末現在、同社は楽天証券、ＳＢＩ証券、エース証券、あかつき証券

と金融証券仲介業に係る業務委託契約を締結している。所属 IFAは顧客に

これらの証券会社で口座を開設してもらい、顧客はその口座を通じて金融

商品の売買を行うことになる。 
 
同社は、所属 IFAがファイナンシャル･アドバイス業務に専念できる環境を整

えられるよう、業務スペース等の設備の提供、事務サポート、コンプライアン

ス対応、システムやツールの提供、研修プログラムの提供といった各種サポ

ートを行っている。 
 
このサポートを充実したものにするために、同社は設備投資やシステム投資

を続けてきた。中でも所属 IFA の業務スペースとして、IFA オフィスを設けて

おり、所属 IFA の増加に応じて順次増やしてきた。21 年 4 月末時点で、全

国に 21 カ所の IFA オフィスが運営されている。 
 
こうした各種サポートに対して同社が得ている収益は、以下の 2 つである。 
 
（1） システム利用料として、所属 IFA から月額約 10 万円を得ている。所属

IFA の人数が KPI となる。 
（2） 所属 IFA が媒介する金融商品の売買や預かり資産残高に応じて発生

する手数料の一部を証券会社から報酬として受け取っている。売買金

額に連動するが、中長期的には預かり資産残高に連動するようになる

ため、証券会社に媒介する口座数と資産残高がKPIとなる。証券会社
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から受け取る報酬が同社の売上高となり、その中から同社の取り分を

差し引いた金額が所属 IFA への報酬として支払われる（同社にとって

の原価となる）。 
 
所属 IFA は 21/3 期末で 187 名となっている（図表 2）。21/3 期は新型コロナ

ウイルス禍の影響で純増数は低く抑えられたが、15/3 期以降は 18/3 期を除

くと、毎期 20 名台の純増ペースで増加してきた。 
 
21/3 期末の顧客数を示す口座数は 11,711 口座、媒介する資産残高は

2,108 億円となった（図表 3）。21/3 期末の媒介する資産残高の伸びが顕著

だが、株式市場の上昇を受けての投資意欲の高まりによる資金流入が要因

である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 図表 2 】所属 IFA 数の推移                              （単位：名） 

（出所）事業計画及び成長可能性に関する事項より証券リサーチセンター作成 
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◆ その他金融サービス 
その他金融サービスは、顧客に対する総合コンサルティングの一環として、

行っている資産運用以外のサービスである。顧客の需要に応じていろいろ

なサービスがあるが、中でも多いのが保険募集業務である。保険代理店を

母体にした金融商品仲介業者もおり、21 年 4 月末時点で 76 名の保険募集

人が所属している。 
 
◆ アイ・パートナーズフィナンシャルの強み 

同社の特色及び強みとして以下の点が挙げられる。 
 
（1） 独立系金融商品仲介業者として、業界内で最大規模の事業基盤を構

築している。 
（2） 所属 IFA の満足度が高いサポート体制及びコンプライアンス体制を有

している。 
（3） IFA ビジネスの黎明期から従事する役員や社員が多く、IFA ビジネス

に関する知見やノウハウの蓄積が進んでいる。 
 
◆ 市場環境 
金融庁は「顧客本位の業務運営に関する原則」を 17 年 3 月に策定し、19
年 10 月から金融審議会「市場ワーキング･グループ」を再開し、顧客本位の

業務運営を行うよう金融機関に促す動きを強めている。そのため、従来のビ

ジネスモデルの転換が金融機関に求められる一方、既存の体制ではビジネ

スモデルの転換に限界があると考える人の一部が、IFA として独立している

と推察される。独立を検討している人も含めて、その人数は増加傾向にある

と考えられる。 
 

＞ 特色・強み 

＞ 事業環境 

【 図表 3 】口座数及び媒介する資産残高の推移 

（出所）事業計画及び成長可能性に関する事項より証券リサーチセンター作成 
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日本証券業協会の資料によると、金融商品仲介業者の登録外務員の人数

（個人金融仲介業者は除く、また IFA 業務を担当していない者も含まれる）

は、20 年 12 月末時点で一種外務員、二種外務員の合計で 4,000 名を超え、

増加傾向が続いている。 
 
また、「ＳＢＩ証券、楽天証券、ＰＷМ日本証券、あかつき証券、東海東京証

券、エース証券 6 社合計の IFA 経由の預かり資産は 3 兆円に達している」

という日本経済新聞 21 年 3 月 23 日の記事に示されるように、IFA が資産運

用の分野において、一定の地位を占めるようになってきている。 
 
◆ 競合 
格付投資情報センター（R&I）の「ファンド情報 2020 年 12月 21 日号」には、

IFA ビジネスを行う証券会社が業務委託契約締結先から回収したアンケー

トデータをもとにした記事を掲載しているが、その対象となった 65 社が競合

先に該当する。 
 
その中で同社は、在籍 IFA 数、口座数、預かり資産残高のどの項目におい

ても SBI マネープラザ（東京都港区）に次いで 2 番目の規模となっている。 
SBI マネープラザは社名の通り SBI 証券系である。そのため、独立系として

は、同社は国内最大級と言える。 
 
◆ 過去の業績推移 

同社は 16/3 期からの業績を開示している（図表 4）。また、19/3 期からは連

結業績の開示を行っている。 
 
売上高は 18/3期に前期比 69.1%増と高い伸びを示しているのが目立つが、

所属 IFA 数、口座数が大きく増え、媒介する資産残高が前期末比 29.1%増

と高い伸びを示したことが要因である。一方、19/3期と 20/3期の増収率が低

いのは、媒介する資産残高の伸びが 19/3期末は同 8.0%増、20/3期末は同

17.0%増に留まったためである。 
 
19/3期と 20/3期の増収率が低かった中で、上場準備のための費用といった

管理費用が増加したため、19/3 期と 20/3 期は連続で減益となった。しかし、

後述する通り、21/3期は媒介する資産残高の大幅増加を背景に、大幅増収

増益となった。 
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◆ 21 年 3 月期決算  
21/3 期業績は、売上高 4,034 百万円（前期比 63.5%増）、営業利益 245 百

万円（同 40.1 倍）、経常利益 239 百万円（同 32.4 倍）、親会社株主に帰属

する当期純利益 152 百万円（前期は 0.7 百万円の損失）となった。 
 
サービス別売上高は、金融商品仲介業が前期比 65.8%増、その他金融サー

ビスが同 26.8%増となった。 
 
金融商品仲介業は、所属 IFA数は前期末比 8.1%増の 187名、媒介する資産

残高は同 69.6%増の 2,108億円となった。媒介する資産残高の増加が顕著だ

が、株価上昇による直接的な影響以上に、新規の入金の増加による影響の

方が大きかった。これは、株価上昇がきっかけとなり、従来からの取り組みの

成果が表れたものと考えられる。 
 
売上総利益率は前期比 0.6%ポイント上昇の 25.9%となった。原価の一部は

固定費であるため、増収効果により売上総利益率が改善した。また、販売

費及び一般管理費（以下、販管費）は、人員増による人件費の増加等により

【 図表 4 】業績推移                                 （単位：百万円） 

（出所）届出目論見書より証券リサーチセンター作成 
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同 29.6%増となったが、増収効果が上回り、売上高販管費率は同 5.2%ポイ

ント低下の 19.8%となった。 
 
これらの結果、売上高営業利益率は前期比 5.9%ポイント上昇の 6.1%となっ

た。 
 
◆ 22 年 3 月期会社計画 
22/3 期の会社計画は、売上高 4,540 百万円（前期比 12.6%増）、営業利益

229 百万円（同 6.3%減）、経常利益 226 百万円（同 5.4%減）、親会社株主に

帰属する当期純利益 150 百万円（同 1.8%減）である。 
 
売上高の大半を占める金融商品仲介業の KPI について、所属 IFA 数は前期

末比 39 名増の 226 名を計画し、媒介する資産残高は同 13.8%増の 2,400 億

円を見込んでいる。 
 
売上総利益率は、前期比 0.4%ポイント低下の 25.5%を見込んでいる。また、

人員増による人件費の増加や、新規オフィス開設による賃料等の増加により、

販管費は同 15.8%増、売上高販管費率は同 0.6%ポイント上昇の 20.4%を計

画している。なお、22/3 期の新規オフィス開設は 3 カ所で、そのうち 1 カ所は

首都圏での大規模オフィス開設を計画している。これらの結果、22/3 期の売

上高営業利益率は同 1.0%ポイント低下の 5.1%と同社は予想している。 
 
◆ 成長戦略 
同社は、今後も IFA を利用する顧客が増加し、IFA を通じて運用される資産

残高が拡大していくという見通しのもと、成長余地が大きいとして、金融商品

仲介業に特化するビジネスモデルでの成長を続けていく方針を採っている。 
 
同社では、媒介する資産残高と、所属 IFA数をKPIとして定め、両方を拡大し

ていくことを目指しているが、そのためにも、所属 IFA の満足度を高めることを

重視している。 
 
所属 IFA の満足は、ファイナンシャル･アドバイス等を通じて顧客の中長期的

な需要に応えることができていると実感できることと、長期的に良好な関係を

築くことができた顧客を抱えることにより、自らの生計が成り立つことの 2 点に

大別される。そうした満足度は定量的に測りにくいものではあるが、所属 IFA
が顧客とのコミュニケーションに専念できる環境を作り、その環境をさらに改善

していくことが必要というのが同社の考え方である。 
 
そのためにも、IFA 業務支援システムへの投資、IFA ビジネスプラットフォーム

の増強を続けていき、そのための設備投資、システム投資を実行していくとし

ている。 
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◆ 株式市場をはじめとする市況変動の影響 

同社の収益に影響を与える媒介する資産残高は、株式市場をはじめとする

市況変動の影響を受ける。市況が大きく変動した時は、売買が活況となり、短

期的に売買手数料が増加する可能性がある一方、下落基調となった際には、

資産運用に対する顧客のマインド低下等により、新規資金流入がなくなる、ま

たは資金が流出するといった形で媒介する資産残高が減少する可能性が考

えられる。 
 
◆ 金融商品の売買手数料の多様化あるいは無料化が進展する可能性 
大手オンライン証券会社を筆頭に、手数料の多様化、無料化が進む傾向が

ある。所属 IFA が受け取る手数料に見合う顧客満足が得られないと、手数料

の多様化、無料化の波に飲み込まれ、所属 IFA の減収や廃業等を通じて、

同社の業績に影響が及ぶ可能性がある。 
 
◆ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大によるリスク 
第 4 波として進行している新型コロナウイルス感染症の感染拡大は、感染者

の数はピークを打ったと見られるものの、下げ止まりの兆候が見られ、また、変

異株の本格的な拡大の可能性も指摘されている。21/3 期の業績は好調だっ

たものの、それでも、新型コロナウイルス禍の影響により、所属 IFA 数の増加

ペースが鈍化した。 
 
同社は、22/3 期の会社計画において、新型コロナウイルス禍の影響は軽微と

いう前提を置いているが、今後、感染拡大が深刻化して緊急事態宣言が再度

発出されるような場合には、所属 IFA数が思ったように増えないといったことが

起きる可能性がある。 
 
◆ 訴訟について 
所属 IFA の勧誘によりＳＢＩ証券から金融商品を購入した個人顧客から、ＳＢＩ

証券及び同社を被告とする損害賠償請求訴訟が裁判所に提起され、21 年 3
月 18 日で訴状を受領している。請求金額は 31 百万円である。同社は、所属

IFA の勧誘は適法に行われたものとしており、裁判上争う方針であるが、同社

の損害賠償責任等が裁判所に認められる可能性は残る。  

＞経営課題/リスク 
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【 図表 5 】財務諸表 

（出所）届出目論見書より証券リサーチセンター作成 

（百万円） （%） （百万円） （%） （百万円） （%）
売上高 2,379 100.0 2,467 100.0 4,034 100.0
売上原価 1,835 77.1 1,843 74.7 2,989 74.1
売上総利益 544 22.9 623 25.3 1,045 25.9
販売費及び一般管理費 488 20.5 616 25.0 799 19.8
営業利益 55 2.3 6 0.2 245 6.1
営業外収益 1 - 1 - 0 -
営業外費用 ー - ー - 6 -
経常利益 56 2.4 7 0.3 239 5.9
税引前当期純利益 56 2.4 7 0.3 239 5.9
当期純利益 38 1.6 0 0.0 152 3.8

（百万円） （%） （百万円） （%） （百万円） （%）
流動資産 452 79.4 505 77.0 956 85.6

現金及び預金 248 43.7 238 36.3 526 47.1
売上債権 173 30.5 245 37.4 409 36.7
棚卸資産 0 0.2 1 0.2 0 0.0

固定資産 117 20.6 150 23.0 160 14.4
有形固定資産 41 7.3 48 7.4 61 5.5
無形固定資産 0 0.0 1 0.2 0 0.1
投資その他の資産 75 13.3 101 15.5 98 8.8

総資産 569 100.0 656 100.0 1,117 100.0
流動負債 291 51.2 281 42.8 582 52.1

買入債務 241 42.5 212 32.3 357 32.0
固定負債 26 4.6 30 4.6 41 3.7
純資産 251 44.2 344 52.5 494 44.2

自己資本 251 44.2 344 52.5 494 44.2

（百万円） （百万円） （百万円）
営業キャッシュ・フロー 86 -60 311

減価償却費 13 16 19
投資キャッシュ・フロー -38 -44 -19

財務キャッシュ・フロー -5 93 -4
配当金の支払額 -5 -5 -3

現金及び現金同等物の増減額 42 -10 288
現金及び現金同等物の期末残高 248 238 526

2021/3

2021/3

2021/3
キャッシュ・フロー計算書

2019/3 2020/3

損益計算書
2019/3 2020/3

貸借対照表
2019/3 2020/3



 

証券リサーチセンターは、株式市場の活性化に向けて、中立的な立場から、アナリスト・カバーが不十分な企業を中心にアナリス

ト・レポートを作成し、広く一般にレポートを公開する活動を展開しております。 
※当センターのレポートは経済産業省の「価値協創のための統合的開示・対話ガイダンス」を参照しています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■協賛会員 
 
株式会社東京証券取引所 SMBC 日興証券株式会社 大和証券株式会社  野村證券株式会社 
みずほ証券株式会社  有限責任あずさ監査法人 EY 新日本有限責任監査法人 株式会社 ICMG 
有限責任監査法人トーマツ 三優監査法人  太陽有限責任監査法人  株式会社 SBI 証券 
日本証券業協会          日本証券アナリスト協会 監査法人 A&A パートナーズ いちよし証券株式会社 
宝印刷株式会社          株式会社プロネクサス 
 

アナリストによる証明 

本レポートに記載されたアナリストは、本レポートに記載された内容が、ここで議論された全ての証券や発行企業に

対するアナリスト個人の見解を正確に反映していることを表明します。また本レポートの執筆にあたり、アナリスト

の報酬が、直接的あるいは間接的にこのレポートで示した見解によって、現在、過去、未来にわたって一切の影響を

受けないことを保証いたします。 

 

免責事項 

・ 本レポートは、一般社団法人 証券リサーチセンターに所属する証券アナリストが、広く投資家に株式投資の参考情報として閲覧

されることを目的として作成したものであり、特定の証券又は金融商品の売買の推奨、勧誘を目的としたものではありません。 

・ 本レポートの内容・記述は、一般に入手可能な公開情報に基づき、アナリストの取材により必要な補充を加え作成されたもので

す。本レポートの作成者は、インサイダー情報の使用はもとより、当該情報を入手することも禁じられています。本レポートに

含まれる情報は、正確かつ信頼できると考えられていますが、その正確性が客観的に検証されているものではありません。また、

本レポートは投資家が必要とする全ての情報を含むことを意図したものではありません。 

・ 本レポートに含まれる情報は、金融市場や経済環境の変化等のために、最新のものではなくなる可能性があります。本レポート

内で直接又は間接的に取り上げられている株式は、株価の変動や発行体の経営・財務状況の変化、金利・為替の変動等の要因に

より、投資元本を割り込むリスクがあります。過去のパフォーマンスは将来のパフォーマンスを示唆し、または保証するもので

はありません。 

・ 本レポート内で示す見解は予告なしに変更されることがあり、一般社団法人 証券リサーチセンターは、本レポート内に含まれる

情報及び見解を更新する義務を負うものではありません。 

・ 一般社団法人 証券リサーチセンターは、投資家が本レポートを利用したこと又は本レポートに依拠したことによる直接・間接の

損失や逸失利益及び損害を含むいかなる結果についても一切責任を負いません。最終投資判断は投資家個人においてなされなけ

ればならず、投資に対する一切の責任は閲覧した投資家にあります。 

・ 本レポートの著作権は一般社団法人 証券リサーチセンターに帰属し、許可なく複製、転写、引用等を行うことを禁じます。 

証券リサーチセンターについて 

  東証、証券会社、監査法人など 

証券リサーチセンター 上場企業 投資家・マスコミなど 

独自にカバー対象企業を選定し、
取材・レポート作成 

Web サイト、スマホアプリ等を
通してレポート提供（原則、無償） 
 協賛 

上場企業による費用負担なし 


